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地球観測に関する取組状況
我が国周辺水産資源調査・評価推進事業（Ｈ28～R2）
我が国周辺水域の主要魚種について、資源調査・評価を強化するとともに、より的確な
漁場形成・漁況予測を行う。また、資源変動要因の解析及び情報収集の取組の支援。

国際水産資源調査・評価推進事業（Ｈ28～R2）
まぐろ類、サンマ等の主要な国際漁業資源について、資源調査や評価等を実施する。
併せて海洋環境等の変化が水産資源に与える影響に関する調査の支援。

漁場環境改善推進事業（Ｈ30～R4）
赤潮や貧酸素水塊による漁業被害を防止するため、広域海洋モニタリング調査体制の
確立や発生メカニズムの解明及び予察・防除技術の開発などを実施。

有害生物漁業被害防止総合対策事業（Ｈ30～R2）
トド、ザラボヤ等による漁業被害の防止・軽減を図るための対策、被害防止・軽減対策の
より効果的・効率的な手法の開発・実証。
日中韓による大型クラゲ国際共同調査等の支援。

水産庁本庁船、水産研究・教育機構の漁業調査船、都道府県の調査船および
用船により、年間１５０以上の航海調査を実施
CTD、ADCP、衛星センサー等による海洋観測、海水・海洋生物サンプル収集
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R1年度は二つの事業を統合





水産資源調査・評価推進事業

関連する国内外の動向等

政府は平成30年6月、「水産政策の改革について」を閣議決定。水産資源の適切な管
理と水産業の成長産業化の両立、ならびに新たな資源管理の構築に向けた資源調査・
評価の拡充が明記され、漁業法等について所要の改正が行われた。

太平洋クロマグロ、ウナギ、サンマ等の国際水産資源については、地域漁業管理機関で
の国際的な資源管理の推進に積極的に貢献する。



水産資源評価・評価推進事業

今後解決すべき課題
今後重視すべき取り組み

水産政策の改革においては、資源評価対象魚種を50種から200種程度まで順次拡
大することとされている。

目標管理基準値と限界管理基準値に基づく精度の高い資源管理を実現するため、調査
の拡充が求められている。

中西部太平洋まぐろ類委員会、ワシントン条約、北太平洋漁業委員会等での国際的な資

源管理の議論を主導するため、海洋観測を含む資源調査・研究を推進、拡充する
必要がある。

R1年度は調査を拡充
170以上の調査実施を計画*

*注：水産研究・機構が実施する調査数。一部、本事業以外のものも含む。
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海況情報はリアルタイムで
調査船調査に活用

クロマグロ仔稚魚
分布調査
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